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１ 港湾の設置及び管理等に関する条例（昭和39年神奈川県条例第93号）新旧対照表 

改    正 現    行 

（利用の承認） （利用の承認） 

第４条 次の各号に掲げる港湾において当該各号

に掲げる施設（これに附属する設備を含む。以

下同じ。）のいずれかを利用しようとする者

は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条

の２第３項の規定により、知事が指定する者

（以下「指定管理者」という。）（第１号ア及

びエ、  第２号イ及びウ並びに第４号にあつ

ては、知事。次項において同じ。）の承認を受

けなければならない。ただし、公開の施設の利

用については、この限りでない。 

第４条 次の各号に掲げる港湾において当該各号

に掲げる施設（これに附属する設備を含む。以

下同じ。）のいずれかを利用しようとする者

は、地方自治法（昭和22年法律第67号）第244条

の２第３項の規定により、知事が指定する者

（以下「指定管理者」という。）（第１号ア及

びエ並びに第２号イ及びウ      にあつ

ては、知事。次項において同じ。）の承認を受

けなければならない。ただし、公開の施設の利

用については、この限りでない。 

(1)～(4) （略） (1)～(4) （略） 

２ （略） ２ （略） 

（承認に基づく地位の承継） （承認に基づく地位の承継） 

第９条 （略） 第９条 （略） 

２ 前項の規定により地位を承継した者は、速や

かにその旨を知事（第４条第１項各号（同項第

１号ア及びエ、  第２号イ及びウ並びに第４

号を除く。）に掲げる施設における同項の承認

に基づく地位の承継にあつては、指定管理者）

に届け出なければならない。 

２ 前項の規定により地位を承継した者は、速や

かにその旨を知事（第４条第１項各号（同項第

１号ア及びエ並びに第２号イ及びウ 

を除く。）に掲げる施設における同項の承認

に基づく地位の承継にあつては、指定管理者）

に届け出なければならない。 

（権利の譲渡） （権利の譲渡） 

第10条 第４条第１項又は第５条第１項の規定に

よる承認に基づく権利は、知事（第４条第１項

各号（同項第１号ア及びエ、  第２号イ及び

ウ並びに第４号を除く。）に掲げる施設におけ

る同項の承認に基づく権利にあつては、指定管

理者）の承認がなければ、譲渡することができ

ない。

第10条 第４条第１項又は第５条第１項の規定に

よる承認に基づく権利は、知事（第４条第１項

各号（同項第１号ア及びエ並びに第２号イ及び

ウ を除く。）に掲げる施設におけ

る同項の承認に基づく権利にあつては、指定管

理者）の承認がなければ、譲渡することができ

ない。

２ （略） ２ （略） 

（指定管理者による管理） （指定管理者による管理） 

第18条 次の表の左欄に掲げる港湾の施設の管理

に関する業務のうち、同表の当該右欄に掲げる

業務                は、指

定管理者に行わせるものとする。 

第18条 次の表の左欄に掲げる港湾の施設の管理

に関する業務のうち、同表の当該右欄に掲げる

業務（以下「指定管理業務」という。）は、指

定管理者に行わせるものとする。 

港湾 業務 港湾 業務 

（略） （略） （略） （略） 

（削除）  真鶴港 １ 港湾の施設の維持管理に関する

業務 

２ 第４条、第９条（第４条第１項

の承認に係るものに限る。）、第

10条（第４条第１項の承認に係る

ものに限る。）及び第27条に関す

る業務 

３ 第14条に規定する入出港の届出

の受付に関する業務 

４ 港湾の施設の利用に関する秩序

の維持に関する業務 
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改    正 現    行 

５ 漁業を営む者、マリーナを経営

する者、内航運送を行う者、船舶

運航事業を営む者その他事業活動

のために港湾を利用する者の利用

調整等に関する業務 

６ その他真鶴港の円滑な利用の確

保に関する業務 

２ 真鶴港の施設の管理に関する業務のうち、次

に掲げる業務は、指定管理者に行わせることが

できる。この場合において、第４条第１項、第

９条第２項及び第10条第１項中「、第２号イ及

びウ並びに第４号」とあるのは、「並びに第２

号イ及びウ」とする。 

(1) 港湾の施設の維持管理に関する業務

(2) 第４条、第９条（第４条第１項の承認に係

るものに限る。）、第10条（第４条第１項の

承認に係るものに限る。）及び第27条に関す

る業務 

(3) 第14条に規定する入出港の届出の受付に関

する業務 

(4) 港湾の施設の利用に関する秩序の維持に関

する業務 

(5) 漁業を営む者、マリーナを経営する者、内

航運送を行う者、船舶運航事業を営む者その

他事業活動のために港湾を利用する者の利用

調整等に関する業務 

(6) その他真鶴港の円滑な利用の確保に関する

業務 

３ 前項の規定により指定管理者に業務を行わせ

る場合においては、指定管理者に当該業務を行

わせることとなる時前にこの条例の規定により

知事がした処分、手続その他の行為でその時以

後指定管理者に行わせることとなる業務に係る

ものについては、この条例の規定により指定管

理者がした処分、手続その他の行為とみなす。 

４ 第２項の規定により指定管理者に業務を行わ

せる場合においては、指定管理者に当該業務を

行わせることとなる時前にこの条例の規定によ

り知事に対してなされた申請その他の行為でそ

の時以後指定管理者に行わせることとなる業務

に係るものについては、この条例の規定により

指定管理者に対してなされた申請その他の行為

とみなす。 

５ 第２項の規定により指定管理者に行わせてい

た業務を知事が行う場合においては、知事が当

該業務を行うこととなる時前にこの条例の規定

により指定管理者がした処分、手続その他の行

為でその時以後知事が行うこととなる業務に係

るものについては、この条例の規定により知事

（新規） 

（新規） 

（新規） 

（新規） 
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改    正 現    行 

がした処分、手続その他の行為とみなす。 

６ 第２項の規定により指定管理者に行わせてい

た業務を知事が行う場合においては、知事が当

該業務を行うこととなる時前にこの条例の規定

により指定管理者に対してなされた申請その他

の行為でその時以後知事が行うこととなる業務

に係るものについては、この条例の規定により

知事に対してなされた申請その他の行為とみな

す。 

（新規） 

（指定管理者の指定の申請） 

第19条 （略） 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 

(1)～(3) （略） 

(4) 指定管理業務（前条第１項又は第２項の規

定により指定管理者に行わせることとした

業務をいう。以下同じ。）の実施の計画及

び方法を記載した書類 

(5)～(7) （略） 

（指定管理者の指定の申請） 

第19条 （略） 

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付し

なければならない。 

(1)～(3) （略） 

(4) 指定管理業務

  の実施の計画 

及び方法を記載した書類 

(5)～(7) （略） 
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２ 土採取規制条例（昭和 47 年神奈川県条例第 10 号）新旧対照表 

改 正 現 行 

（適用除外） 

第 14 条 この条例は、次に掲げる土の採取につ

いては、適用しない。 

(１) (略)

(２) 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）

第 34 条の２第１項の規定の適用に関し国又

は地方公共団体とみなされる者が行う当該

開発行為及び同法第 29 条第１項及び第２項

の開発許可に係る開発行為として行う土の

採取 

(３) (略)

(４) 宅地造成等規制法の一部を改正する法

律（令和４年法律第 55 号）附則第２条第１

項の規定によりなお従前の例によることと

される場合における同法による改正前の宅

地造成等規制法（昭和 36 年法律第 191 号）

第８条第１項の規定の適用に関し国又は地

方公共団体とみなされる者が行う当該宅地

造成に関する工事及び宅地造成等規制法の

一部を改正する法律附則第２条第１項の規

定によりなお従前の例によることとされる

場合における同法による改正前の宅地造成

等規制法第８条第１項の許可に係る宅地造

成に関する工事として行う土の採取 

(５)・(６) (略)

（適用除外） 

第 14 条 この条例は、次に掲げる土の採取につ

いては、適用しない。 

(１) (略)

(２) 都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号）

第 29 条第４号の規定の適用に関し国又は

地方公共団体とみなされる者が行う当該開

発行為及び同条の開発許可に係る開発行為

として行う土の採取 

(３) (略)

(４) 宅地造成等規制法（昭和 36 年法律第

191 号）第８条第１項の規定の適用に関し国

又は地方公共団体とみなされる者が行う当

該宅地造成に関する工事及び同項の許可に

係る宅地造成に関する工事として行う土の

採取 

(５)・(６) (略)

-4-



-5-



-6-



-7-



-8-



-9-



-10-



-11-



-12-



-13-



10 95

-14-



-15-



-16-



-17-



-18-



10 66

-19-



-20-



-21-



-22-



-23-



73

-24-



-25-



-26-



 

 
 
 

-27-



72

-28-



-29-



-30-


	02_≪修正あり≫【砂防課修正】02_≪砂防課≫（新旧対照表）土採取規制条例 (1)
	02_議案説明附属資料
	≪未定稿≫議案説明附属資料
	00-01_表紙
	00-02_目次（10.5pt）

	01_修正01_≪河港課≫（新旧対照表）港湾の設置及び管理等に関する条例 (2)
	【砂防課修正】02_≪砂防課≫（新旧対照表）土採取規制条例 (1)




